
面　　積

27年 人 ｋ㎡

増減率 ％ 27　年

2.1.1 人 国　調 10.9 ％ 29.3 ％ 59.8 ％

31.1.1 人
22　年 3,589 人 9,981 人 18,998 人

増減率 ％ 国　調 11.0 ％ 30.6 ％ 58.3 ％

令和元年度 増減額

1. ① 24,474,169 1,365,090 5.9 ％

2. ② 24,001,845 1,102,234 4.8 ％

3. ③ 472,324 262,856 125.5 ％

4. ④ 162,619 162,307 52,021.5

5. ⑤ 309,705 100,549 48.1

6. ⑥ 100,549 128,982

7. ⑦ 35 17 94.4

8. ⑧ 0 0 -

9. ⑨ 100,000 △ 20,000 △16.7 ％

10. 584 148,999 ％
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0

水道事業

病院事業

下水道事業

種別
（注）会　　計　　名

国民健康保険事業（事業勘定）

国民健康保険事業（直診勘定）

介護保険事業（保険事業勘定）

介護保険事業（介護サービス事業勘定）

後期高齢者医療事業

-

921,573

-

206,257

（総費用）

7,907,720

 -

6,124,5936,200,653

 -

831,945

246,587

歳　　出

2,035,345

512,092

2,114,477

152,498

0

△ 74,803

-

76,060

-

540

 -

831,405

歳　　入

（総収益）

7,832,917

 -

人口密度

決 算 状 況
人　　　　　口

312

標 　　　準 　　　財 　　　政　　 　規　　 　模

7,233,739

14,451,014

積 立 金 取 崩 し 額

基　　　準　　　財　　　政　　　収　　　入　　　額

実 質 単 年 度 収 支
( ⑥ + ⑦ + ⑧ - ⑨ )

基　　　準　　　財　　　政　　　需　　　要　　　額 11,750,982

翌年度に繰り越すべき財源

22,899,611

0繰 上 償 還 金

△8.3

住民基
本台帳

209,156

差引(形式収支)(①-②)

実 質 収 支 ( ③ - ④ )

国 勢
調 査

209,468

22年

23,109,079

60,327

61,684

△2.2

市 区 町 村
コ ー ド

市 町 村 名

市 町 村
類 型

銚 子 市

令 和 元 年 度

3,307
84.20

人口集中地区人口

22年国調

122025

第１次
70,210 765.0

対H30増減率

18,072 人

0.61

人

一般財団法人銚子市医療公社

R元年度末の債務保証額又は損失補償額

△ 28,433

△ 148,415

18

経 常 収 支 比 率

26,985,874

219,363

3,671,780

第 三 セ ク タ ー 等 名

 

将 来 負 担 比 率 137.0

743,075

連 結 実 質 赤 字 比 率 -

実 質 公 債 費 比 率 13.2

健　全　化　判　断　比　率

120,000

 

0

歳 出 総 額

歳 入 総 額

平成30年度区　　　　　　　分

就
業
人
口

31,947

Ｓ４０．４．１以降の合併等の状況

人

64,415 人 27年国調
人

人
35,761

607,366

6,367

509,624

852,074

実 質 収 支 比 率

区　　　　　　　分

財 政 力 指 数

積 立 金 現 在 高

地　方　公　営　事　業　会　計　の　状　況

うち臨時財政対策債発行可能額

単 年 度 収 支

積 立 金

実 質 赤 字 比 率 -

株式会社銚子スポーツタウン

2,187,843

512,092

2,361,174

（単位：千円）

資金不足比率
（対象会計
のみ記載）

2

R元普通交付
税 種 地 区 分

Ⅱ－１

番号

Ⅰ3

第３次

産　　　　業　　　　構　　　　造

区　　分 第２次

95.2

895,708

債務負担行為支出予定額

財　政　指　標　等

2.1

地 方 債 現 在 高

う ち 財 政 調 整 基 金

8,844

実質収支
（純損益）

人

第三セクター等に対する債務保証又は損失補償の状況

普通会計からの
繰入額

注）「企適」は、令和元年度地方公営企業決算状況調査の対象の地方公営企業のうち地方公営企業法を全部又は一部適用している事業、「企非」は、同調査の対象の地方公
営企業のうち左記以外の事業、「事」は、地方公営事業のうち同調査の対象の地方公営企業以外の事業、「収益」は、左記事業のうち収益事業をいう。



2

経常一般財源等 決算額 経常的経費充当一般財源等

33.3 ％ 0.3 ％ 7,700,774 5,529,560 23.0 ％ △ 2.4 ％ 4,855,093

0.9 0.4 211,846 3,654,041 15.2 △ 1.4

0.0 △ 46.7 5,518 4,355,580 18.1 △ 1.7 1,337,821

0.2 13.0 38,412 3,021,799 12.6 0.9 2,982,327

0.1 △ 19.3 25,265 元 金 2,824,968 11.8 1.9 2,785,914

0.0 － 0 利 子 196,704 0.8 △ 11.2 196,286

4.9 △ 2.7 1,201,855 127 0.0 408.0 127

0.1 △ 6.2 17,935 12,906,939 53.8 △ 1.4 9,175,241

0.0 － 0

0.2 △ 42.2 2,870,172 12.0 0.3 1,667,119

0.0 － 101,107 0.4 △ 9.2 78,485

0.1 皆増 12,829 2,571,421 10.7 129.4 222,919

0.4 334.4 93,683 1,577,210 6.6 786.8

25.0 25.0 235,848 1.0 9.7 23,848

18.4 1.4 3,295,342 13.7 0.7 2,817,999

1.6 10.6 21,980,829 91.6 6.3 13,985,611

5.0 1232.6

65.0 8.6 13,856,720 40,890 0.2 △ 7.6

0.0 △ 3.5 6,696 1,662,358 6.9 3.4

0.4 △ 26.6 0 922,173 3.8 65.8

1.5 △ 7.9 56,741 531,720 2.2 △ 40.6

1.5 2.9 0 0 0.0 －

11.6 10.5 208,465 0.9 32.7

0.0 － 0 74,603 0.3 114.2

5.4 2.3 0 0.0 －

0.4 63.2 19,908 1,736,961 7.2 5.7

1.2 34.2

1.2 5.6 0 146,862 0.6 △ 25.0

0.4 △ 33.0 85,939 0.4 △ 66.9

3.0 △ 22.1 11,881 51,254 0.2 △ 61.0

8.2 △ 0.5 0 0.0 －

0.0 皆減 24,001,845 100.0 4.8

3.0 △ 17.7 1,641,557 6.8 364.0

100.0 5.9 13,951,946

6.7 364.0

超過課税分収入済額 決算額

43.7 ％ △ 1.0 ％ 100,154 188,790 0.8 ％ △ 7.3 ％

所 得 割 35.7 0.5 0 2,636,330 11.0 △ 1.7

法 人 税 割 4.1 △ 13.6 66,358 8,000,020 33.3 △ 2.3

42.9 1.6 0 3,975,076 16.6 60.9

土 地 14.6 △ 0.3 0 11,081 0.0 12.6

家 屋 18.9 1.5 0 457,072 1.9 2.3

償 却 資 産 9.2 4.9 0 419,357 1.7 4.7

13.4 1.0 0 1,479,864 6.2 △ 5.8

100.0 0.3 100,154 977,237 4.1 △ 16.6

△ 5.4 2,760,616 11.5 1.3

74,603 0.3 114.2

98.2 ％ 18.0 ％ 93.2 ％ 3,021,799 12.6 0.9

市 町 村 民 税 98.5 24.7 94.8 0 0.0 －

固 定 資 産 税 97.8 14.4 91.2 0 0.0 －

91.1 23.7 81.0 24,001,845 100.0 4.8

R元決算額 地方債

1,500,993 240,000

489,780 901,500

181,947 120,700

注）表示単位未満を四捨五入しています。このため、構成比の積み上げと合計が一致しない場合があります。

注）調査項目がない場合、指標又は増減率等が算定されない場合は、「－」で表しています。

その他特定財源 一般財源

0

衛 生 費

議 会 費

現年課税分

335,375

3,494,718

全体事業費の財源内訳

1,539,326

8,141,992

1,857,313

1,190,468

積 立 金

決算額

前 年 度 繰 上 充 用 金

合　　　　　　　計

公 債 費

農 林 水 産 業 費

商 工 費

消 防 費

教 育 費

土 木 費

労 働 費

諸 支 出 金

総 務 費

民 生 費

対H30増減率

失 業 対 策 事 業 費

目　　　的　　　別　　　歳　　　出

区　　　　　分

合　　　　　　　計

維 持 補 修 費

前 年 度 繰 上 充 用 金

人 件 費

扶 助 費

う ち 職 員 給

繰 越 金

諸 収 入

震災復興特別

投資的経費のうち人件費

282,855

投 資 的 経 費 小 計

地 方 交 付 税

投資及び出資金 ・貸付金(経常的なものを除く )

手 数 料

繰出金 ( 経 常 的 な も の を 除 く )

368,287

6,116,361

6,696交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金

内
訳

4,504,698

経 常 的 経 費 小 計398,273

1,213,390

経 常 的 繰 出 金
4,504,698

104,165

377,407

分 担 金 及 び 負 担 金

2,842,440

単 独

補 助

普 通 建 設 事 業 費

内
訳

県 営 事 業 負 担 金

災 害 復 旧 事 業 費

国直轄事業負担金

国 有 提 供 施 設 等 所 在
市 町 村 助 成 交 付 金

国 庫 支 出 金

使 用 料

15,909,601一　般　財　源　計

0

102,904

区　　　　　分 構成比

うち東日本大震災分

うち東日本大震災分

都 道 府 県 支 出 金

104,468

736,948

地 方 債

合　　　　　　　計

1,641,557

300,206

1,330,517

うち臨時財政対策債 743,075

0う ち 減 収 補 填 債 特 例 分

対H30増減率

市　　　　　町　　　　　村　　　　　税

24,474,169

構成比

2,007,675

財 産 収 入

寄 附 金

繰 入 金

内
訳

一 時 借 入 金 利 子

元 　利
償還金

補 助 費 等

43,905

地 方 特 例 交 付 金 等

1,201,855

17,935

0

軽 油 引 取 税 交 付 金

自 動 車 取 得 税 交 付 金

特 別 地 方 消 費 税 交 付 金

ゴル フ場 利用 税交 付金

特　　　 　　別

普　　　 　　通

物 件 費

地 方 税

38,412

25,265

地 方 譲 与 税 211,846

5,518

配 当 割 交 付 金

株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金

8,141,992

利 子 割 交 付 金

義務的経費小計

93,683

番号

市 町 村 名

歳　　　　　　　　　　　　　　入

市町村類型銚 子 市 Ⅱ－１

区　　　　　分 決算額

性　　　　質　　　　別　　　　歳　　　　出

構成比 対H30増減率 構成比 対H30増減率区　　　　　分

公 債 費

うち一部事務組合に対するもの

43,905

0

12,829

分 離 課 税 所 得 割 交 付 金 0

地 方 消 費 税 交 付 金

自動車税環境性能割交付金

投資及 び出 資金 ・ 貸 付金 （ 経 常的 なも の）

0

0

1,201,878

15,339

0小学校冷暖房設備及びブロック塀整備事業 H30～R1 181,947

H30～R2 1,462,860

ごみ処理広域化施設整備事業 R1 1,500,993

衛生センター基幹的設備改良事業 546,021

59,115

61,247

事業名 事業年度
全体事業費

市 町 村 民 税

徴
収
率

滞納繰越分 合　　　計

国民健康保険税（料）

合 計

そ の 他

国民健康保険税（料）

固 定 資 産 税

市 町 村 税

区　　　　　分

大　規　模　事　業　の　状　況

国県支出金

3,557,224

2,909,853

災 害 復 旧 費

746,989

1,090,050


